
　　　・教育課程連携協議会設置済。

　　　・5月1日現在の委員名簿別添。

　　　・授業科目の内容、時間数、産業界及び地域社会との連携による授業科目の開発・開設、産業界及び

　　　　地域社会との連携による教育課程の編成、授業の実施・評価、その他学修に必要な事項に対する支援

本学における過去３回の教育課程連携協議会において、実質的な審議が行われなかったという反省を踏まえ、令和7年11月に開催した、

第4回連携協議会では、完成年度以降のカリキュラム編成にあたり、教育内容のさらなる充実、改善に資することを目的に意見交換を行った。

授業科目内容説明と学生からの授業評価結果について、PTOT1年次必修科目;基礎医学の科目である「解剖学Ⅰ」を説明。

また、各委員からは人材育成という観点から、産業界・地域社会・大学の３者が連携を密にして教育課程を編成し、卒業時には

高度な実践力を身に付けて地元で活躍できる有為な人材になることをもっと対外的にアピールするよう求められた。そのためには、

本学の特色ある教育内容が講義のみならず、学内、学外での実習においても豊富に組み込むよう要望がなされた。これらの意見を

受け、本学では次年度以降、専門科目及び展開科目を中心に開設科目と内容の精査を行うこととした。

一方、今後の課題として、さらに本協議会の目的に沿った議論を進めるため、他分野、異業種の人々の意見を様々な角度から集約、

反映できるように委員の人選ならびにテーマ設定について工夫することが必要であるとの認識をもった。加えて、今協議会において

十分ではなかった具体的なシラバス等の詳細な提示や関連資料の事前配付も含め、議事の円滑な運営と、委員からの時宜を得た

意見聴取がなされるよう改善を図っていく。

　ｂ　教育課程連携協議会が審議した内容を踏まえた大学での教育課程への見直し状況

完成年度を超えた2025、2026年度は、審議した内容を踏まえた教育課程の見直しを定期的に学内で議論していく予定。

　ｃ　教育課程連携協議会が審議した内容を踏まえた大学での教育課程への反映状況

完成年度を超えた2025、2026年度は、審議した内容を踏まえた教育課程の見直しを定期的に学内で議論し、反映していく予定。

教育課程連携協議会に関する事項（令和８年度履行状況報告書より抜粋）

　ａ　審議した内容

①　体制

　ａ　委員会の設置状況

　ｂ　委員会の開催状況（回数や開催日など）

　　　・年1回開催(12月下旬予定)の予定であったが、令和3年度はコロナ禍のため延期。令和4年度は11月24日に開催,

　　　　令和5年度は令和6年3月28日に開催。令和6年度は令和6年11月14日に開催。令和7年度は令和7年11月13日に開催。

　ｃ　委員会の審議事項等

　ｄ　その他

　　　・特になし

②　審議状況

　　　出席管理を導入し、学生の理解度の把握を迅速に行える体制を構築しています。

　　　3年OT専門科目「精神障害作業療法学Ⅰ」の説明、2年必修展開科目;関連他分野「ふるさと・紀州学」の説明

　　　国試で重要な科目の一つである解剖学であるが、臨床的なことについて、実技を交えて学ぶ方が身につくとの委員の意見があった。

　　　展開科目に、「経営と会計」「医療経済論」という科目があり、委員が学生の時代には学べなかった科目であり、学生の間にイメージを持つ、

　　　ことはいいことだという意見があった。卒後就職し、マネジメントをする必要がある管理職にいずれなれば、学生時代に役に立つ科目である。

　　　また、ふるさと紀州学という科目を通じて、和歌山の魅力を学生が再発見し、地元に就職したいという意思が強くなれば素晴らしいとの行政

　　　代表の委員の意見があった。行政側として今後も大学の取組に協力していきたいとのことであった。

　　　建学の理念として掲げる「地方創生」に本学が如何に寄与するか、という目的に照らしつつ、現行の教育課程及び各科目の教育内容が

　　　適切に履行されているかの議論が上記のように行われ、委員からは忌憚ない意見が多数出た。

　　　その他;授業科目におけるDXの取り組み状況について

　　　現在、本学では「教育の質保証」と「学修支援の効率化」を目的に、段階的なDX化を進めています。まず、授業支援ではUNIPAを中心とした

　　　情報共有体制を整備し、授業資料の配信や課題提出のデジタル化を促進しています。また、Googleフォームを用いた小テストやアンケート、

　　　さらに、国家試験対策では宅ドリルやZoomを活用し、自宅学習の効率化とオンライン指導体制の強化を図っています。

　　　加えて、教員間ではGoogleドライブを利用した文書共有や版管理を進め、学内業務の標準化と情報の一元化を推進しています。

　　　また、「学修者本位の教育実現」を目的に、授業と臨床実習の双方でDXを推進しています。授業科目では、挑戦度と理解度を7件法で記録する

　　　CSアンケートを全専攻でデジタル運用し、学習状態を可視化しています。データはクラウドで即時集約され、教員が授業改善に活用できる

　　　体制を整えています。また、この評価方法は学修成果との関連も確認されており、教育改善に直結する指標として位置づけています。

　　　今後も、学生支援と教育の質向上に資するDX化を引き続き進めていく予定です。


